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1．はじめに 

近年、上下水道・都市ガス施設等のライフライン施設において
は、「経年劣化」による耐力低下が懸念されていることから、耐
震化事業、長寿命化事業が実施されている。参考文献 2)では、
「災害リスクの情報 3)」として、ライフライン施設に潜在する地
震時の被害特性を定量的に評価できる「地震リスク」を用いて、
経年劣化したライフライン管路の地震時損失に関する分析が実施
されている。さらに、参考文献 2)においては、劣化予測式を基に
「経年劣化」の現象を再現し、ライフライン管路の地震時損失を
経過年数ごとに算出した時系列分析が実施されている。「経年劣
化による継手部の抜出し長」と「地震動による縦断方向（管軸方
向）の継手部の抜出し長」の合計値をライフライン管路の耐震性
能の照査基準としており、敷設後 50 年付近になると、耐震性能
（継手性能）が低下し、地震損失額が急増する結果となった。  

一方、図-1 に示すように、参考文献 4)では、水道管路に関して、
「施設の機能低下に伴うリスクを定量化・価値化」することによ
り、ライフサイクルコスト分析（ライフサイクルコスト LCC：一
般的には、構造物がつくられてから、その維持管理、最終的な解
体・廃棄までに要する費用の総額）による最適な改築・更新時期
（最適耐用年数：ライフサイクルコスト LCC から見た耐用年数 4)）
の検討について記載されているが、あくまで「参考」として記載
されており、「当該手法はまだ確立されていない。」と記載され
ている。本研究では、ライフライン管路の中でも、上下水道シス
テムにおける下水道管路施設を取り上げ、上下水道事業（ライフ
ライン事業）の「事業経営」、及び上下水道システム（ライフラ
イン構造物）の「施設情報管理」の観点から、「災害リスクの情
報 3)」として、「確率論的リスク解析手法」である構造信頼性設
計に基づく地震リスクマネジメント手法を用いて、地震時損失を
考慮したライフサイクルコスト分析を実施する。ライフサクルコ
スト分析の結果を基に、ライフライン管路のライフサイクルコス
トを最小化（LCCmin）するような最適改築・更新時期の決定手法
（最適耐用年数：ライフサイクルコスト LCC から見た耐用年数 4)）
に関して検討を実施する。 

またさらに、一般的に、企業における経営費用の中で最も大き
いのは、人件費であるが、施設管理費も人件費に次ぐ固定費とな
っている。そのため、「上下水道事業（ライフライン事業）の経
営管理」の観点から、地震時損失コストを考慮したライフサイク
ルコスト分析（LCC）を実施し、「経営の健全性の向上」の視点
から、上下水道管路（ライフライン管路）のライフサイクルにお
いて生じる費用の構成を把握する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2．構造信頼性設計に基づくライフライン管路のライフサイクコス

ト分析 
本研究で実施するライフライン管路のライフサイクルコスト

LCC の分析手法は、劣化予測式を基にライフライン管路の「経年
劣化による耐力低下」を考慮する。そして、「災害リスクの情報
3)」として、「確率論的リスク解析手法」である構造信頼性設計
に基づく地震リスクマネジメント手法により、地震時の被害特性
を定量的に評価できる「地震リスク」を用いて、地震時損失コス
トの算出を行い、地震時損失を考慮したライフサイクルコスト分
析を実施する。本研究で用いる確率論的リスク解析は、信頼性解
析、安全性解析で用いられている分析手法である。本研究では、
「地震損害保険」に適応可能な「推定損害額の評価手法」として、
確率論的リスク解析を用いて、リスク分析を行う。そして、ライ  

フライン管路の維持管理として、更生工法等による「補修補強・
耐震補強」を実施することを想定し、ライフサイクルコスト LCC

が最小化（LCCmin）となる「補修補強・耐震補強」を実施する最
適改築・更新時期の決定手法に関して、検討を実施する。本研究
においては、地震リスクを「地震時損失（期待値）」として式(1)
のように定義し、地震リスク分析を実施する。構造信頼性設計
（確率論的リスク分析）において使用される確率密度関数の「数
理モデル」としては、正規分布、対数正規分布、β分布、ワイブ
ル分布、ポアソン分布等（図-2）が考えられるが、本研究で使用
する確率密度関数の「数理モデル」は、対数正規分布とした。 

本研究において評価するライフサイクルコスト LCC は、式(2)
が示すように、「補修補強費用・耐震補強費用（更生工法等）」、
「地震時損失コスト（「地震リスク」）」を評価項目とした。な
お、補修補強費用・耐震補強費用等の損失額に関しては、現在価
値法を用いて、式(3)に示すように社会的割引率 rを考慮し、r=4％
5),6)としてライフサイクルコスト LCC の改善を行った。 
 
 
 

ここで、Rは地震リスク（地震時損失コスト）、Pは発生確率、
C は損失額、Creinforcement は補修補強費用・耐震補強費用（更生工
法）、PVは t年後の補修補強費用等の現在価値、Ptは t年後の補修
補強費用等の将来価値、r は社会的割引率、t は経過年数を表す。 

また、本研究では、確率論的リスク解析手法として、図-3 に示
すような地震リスクの算出フローに従って地震リスクマネジメン
トを行う。図-4 に解析対象地域における水平最大加速度と年超過
確率の関係を表す地震ハザード曲線を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3．経年劣化を考慮したライフライン管路の解析対象モデル 
 ライフライン管路の解析対称モデルは、図-5 に示すように埋設
深さ（土被り）1.0m の鉄筋コンクリート管φ400mm（延長 2.43m）
の JIS規格 B形を解析対象モデルとした。本研究では、地盤埋設パ
イプラインの劣化として、「継手部の抜出し」を照査項目とする。
「経年劣化による継手部の抜出し量」に関しては、参考文献 5),6)

を参考に図-6 のように想定した。なお、本研究では、ライフライ
ン管路の劣化度の割合を 50％として劣化曲線を算出し、構造物の
性能評価を実施した。 
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図-1 ライフサイクルコスト LCC から見た最適耐用年数 4) 

 
図-4 構造信頼性設計に基づく 

地震リスクマネジメントの評価フロー 
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図-5 鉄筋コンクリート管の 
解析対象モデル 
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� = ∑�� × ��                  �1�   

������ = �
�����
������ + ����   �2� 
 �� = �� ×

1

�1 + ���
   �3� 

 

FIT2023（第 22 回情報科学技術フォーラム）

Copyright © 2023 by
The Institute of Electronics, Information and Communication Engineers and
Information Processing Society of Japan All rights reserved.

 111

A-017

第1分冊



4．経年劣化を考慮したライフライン管路の耐震性能評価 
本研究では、ライフライン管路の耐震性能評価としては、「経

年劣化による継手性能の低下（経年劣化による継手部の抜出し）」

を照査項目とした。ライフライン管路の耐震性能評価は、式(4)

（図-5）に示すように、既設ライフライン管路の耐震診断により、

「経年劣化による継手部の抜出し長」と「地震動による縦断方向

の継ぎ手部の抜出し長」の合計値である「地震動の影響を受けた

経年劣化管路の継手部の抜出し長」を耐震性能の基準とした。地

震動の影響による継手部の抜出し長は、道路橋示方書・同解説 7)

を基に、耐震設計上の地盤種別、減衰定数、入力地震動（レベル

2 地震動）7)（図-7）の決定を行い、その最大速度振幅を 50～
1500(gal)に基準化し、作成した地震動を用いて、地震波速度応答

スペクトル解析（図-8）を実施し、式(5)に示すように、地盤を 1
自由度系に置き換えて解析を行うことで地震時の地盤変位 Uh(z)を
算出し、地震動により生じる地盤ひずみ εG（式(6)）から継手部の

抜出し長 δ（式(7)）の算出を行った。図-9 に「地震動による縦断

方向の継ぎ手部の抜出し長」と基盤最大加速の関係を示す。 
 

 

 

ここで、Xseis-degrading は地震動の影響を受けた経年劣化管路の継手
部の抜出し長(m)、Xdegrading は経年劣化による継手部の抜出し長(m)、
Xseis は地震動による縦断方向の継ぎ手部の抜出し長(m)、Uh(z)は地
震時応答変位(m)、z は地表面からの深さ(m)、Sv は設計応答速度
(m/s)、Ts は表層地盤の固有周期(s)、H は表層地盤厚(m)、L は地盤
振動の波長(m)、l は管路の有効長(m)(l =2.43m)を表す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5．経年劣化を考慮したライフライン管路の地震損失コスト評価 
 本研究では、「物理的損失」、「機能不全による営業損失」、
「ユーザー損失」の 3 つの地震損失コストを考慮する。物理的損
失は、ライフライン管路の復旧コストつまり、補修費、調査費用
を評価対象とし、参考文献 2),5),6)を参考に被害区分と補修方法を
表-1 に示すように設定した。機能不全による営業損失は下水道管
路施設が地震により被災することで、下水道管路施設の機能不全
により公営企業が得ることができなくなった営業収入つまり下水
道使用料金収入とする。ユーザー損失は、下水道管路施設が地震
により被災することで、下水道施設の利用者（ユーザー）が下水
道を利用できなくなったことにより生じる経済損失とする。なお、
各地震損失コストに関しては、参考文献 2)等の値を参考に算出を
行った。 
 
 
 
 
 
 
6．経年劣化を考慮したライフライン管路の地震リスク分析 
 本研究で評価する地震リスクは、地震リスクカーブが年超過確
率と損失額の囲む面積で表される「年間地震リスク（図-10）」を
評価指標とする。図-11 は、経過年数 45 年のライフライン管路の
地震リスクカーブを示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 

7．経年劣化を考慮したライフライン管路のライフサイクルコスト
分析 

本研究では、ライフサイクルコストの縮減、また地震リスクコ
ントロール（リスクの回避、軽減）の観点から、更生工法による
補修補強・耐震補強を実施した。図-12 に社会的割引率 r を考慮し
た補修補強費用・耐震補強費用（更生工法等）、経過年数ごとの
（近似的な）地震時損失コスト（「地震リスク」）を評価項目と
したライフサイクルコスト LCC の分析結果を示す。 

ライフサイクルコスト LCC の分析結果から、ライフサイクルコ
ストが最小（LCCmin）となる「ライフライン管路の最適更新・改
築時期」（「ライフサイクルコスト LCC から見た耐用年数 4)」）
は、「66 年（図-12、図-13）」となった。なお、「ライフライン
管路の最適更新・改築時期」（「ライフサイクルコスト LCC から
見た耐用年数 4)」）となる 66 年は、管路の「劣化、異常の程度は
低い」とされる「c ランクを超える被害区分 5),6)」を経過した年数
であり、更生工法によりライフライン管路の改築・更新が可能で
ある。 

さらに、経済性の観点から、「経年劣化による継手部の抜出し」
に対する耐震化の手法としては、「更生工法（1 スパン全体）」
ではなく、「部分改築工法（劣化した継手部のみ更生）」等を実
施することで、今後、耐震対策費用（維持管理費用）を低減する
必要があると考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8．最後に 

本研究は、当方が個人研究で行ったものです。当方、及び本論
文等に関しては、「当方、及び論文等に関する留意事項 1) 
(https://article-notice.wixsite.com/rules)」、及び下記の注釈の確
認を行って下さい。 
注 当方は、「出身大学・大学院の指導教員等、その他（関係者等、上記教員が所属する土木学会地震工

学委員会）」、「過去の勤務先・所属等」、「その他」とは一切関係ありません。（講演発表会等に
際し、「研究室内の准教授、秘書、教員関係者の娘等」との「縁談」、「宗教勧誘（創価学会・カル
ト宗教）」等の「迷惑行為」が生じることは断固お断りです。）当方、及び本論文等に関して、出身
大学・大学院の指導教員等、上記等、その他への連絡、問い合わせ、その他等は、上記等、及び HP
に記載している「迷惑行為」が生じる可能性があるため、一切行わないで下さい。当方、及び論文等
に関する連絡、問い合わせ等は論文に記載しているメールフォームに行って下さい。また、上記等、
その他からの「連絡、問い合わせ、関与、その他等」はお断りです。当方は、「宗教勧誘」（「創価
学会、カルト宗教等」）は、断固お断りです。本論文等に関して、「上記人物等（当方の HP に記載
した人物）」、「創価学会、カルト宗教等」、「上記人物に賛同する人物等」からの「質疑応答、連
絡、関与、その他等」は断固お断りです。（「当方、及び論文等に関する留意事項 1): https://article-
notice.wixsite.com/rules 」) 
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表-1 鉄筋コンクリート管φ400mm の被害区分と補修方法

判定基準 継手の抜出し長 復旧方法 

a 95mm 以上（脱却） 開削工法・カメラ調査 

b 70～95mm 更生工法・カメラ調査 

c 70mm 以下 カメラ調査 

 

 

0

250

500

750

1000

1250

1500

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

変位量(cm)

基
盤
最
大
加
速
度
(g
al
)

図-9 地震動による継ぎ手部の抜出し長 
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図-11 地震リスクカーブ（経過年数 45 年） 
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図-10 地震リスクコントロール・ 

   年間地震リスクの概念図 
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